
海洋生物の再生に向けた原動力としての「海洋自然資本」
Carlos M. DUARTE

産業革命以降、人類活動により海洋生態系は大きく損なわれ、
海洋自然資本（Blue Natural Capital）の約半分が失われたと推定されている。

しかし近年、生物多様性保全と気候変動対策を統合した自然活用による解決策に注目が高まっている。
特にマングローブや海藻などのブルーカーボン生息地は、気候変動の緩和と沿岸生態系の回復に同時に貢献する。

ブルーカーボンは、海洋を再生可能な共有資産として捉え直し、持続可能な社会への移行を支える重要な戦略である。

インパクトファンドが拓く新しい海洋経済
村上春二●MURAKAMI Shunji

ネイチャーポジティブは理念から実装段階へ移行し、金融は自然資本を資本配分の中核に据え始めた。
世界のインパクト投資市場は2030年に向けて約2倍規模への成長が見込まれ、海洋・自然分野は主要な成長領域となりつつある。

本稿では市場動向と具体事例を踏まえ、海洋分野におけるインパクト投資の有用性と実装の要点を整理する。

消えゆく海藻の森に導かれて
長谷川友美●HASEGAWA Yumi

日本各地の沿岸で、海藻の森が静かに姿を消している。映画『ここにいる、生きている。
〜消えゆく海藻の森に導かれて〜』は、磯焼けと向き合う人 を々2年かけて全国で記録した作品だ。

2025年1月の公開から約1年で観客数は累計1万人に迫る。
学校単位で映画のハイライト版を無償提供する「うみもりバトン」で、海の未来を次の世代へ手渡したい。
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海洋の重要性を広く認識していただくため、日本財団の支援を受けて、海洋に関する総合的な議論の場を皆様に提供いたしております。
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海洋自然資本

世界自然保護基金（WWF）によると、私たちの世界は、自然資本の基盤となる動植物の豊かさ

の約3分の 2を失ってしまった。自然資本とは、生態系がもたらす物質循環や調節機能を通じて、

人間の健康、経済活動、文化的価値を支える基盤である。森林、湿地、海洋といった生態系は、

食料や原材料の供給源であると同時に、気候の安定、水質浄化、災害緩和など、社会を根底か

ら支える役割を果たしてきた。しかし現在、これらの機能は急速に失われつつある。海洋に目を向

けると、私たちは生息地、種、個体群レベルで海洋生物の豊かさを大きく損なってきた。この損失は、

海洋自然資本（Blue Natural Capital）の約50％が失われた状態に相当すると推定されている。

これは、海洋が人類にもたらす多様な恩恵が、すでに半分に縮小していることを意味する。

この海洋自然資本の損失には、複数の人為的要因が関与している。初期には狩猟や集約的な

漁業が大きな圧力となり、やがて森林伐採や沿岸開発、都市化が加速した。その結果、過剰な堆

積物の流入による生息地改変、沿岸生態系の消失、さらには化学物質汚染や気候変動が重なり

合う形で影響が拡大した。一方で、捕鯨モラトリアムやワシントン条約（CITES）などの国際的枠組

みによって、一部の直接的な搾取圧は緩和されてきた。しかし、化学汚染や気候変動については

十分な抑制に至っておらず、その影響はむしろ増大している。

自然を活用した解決策

こうした歴史を踏まえると、人類が海洋に与えてきた影響は、次の3段階に整理できる。すなわち、

①産業革命以降、負荷が急増して海洋生物が大きく減少した段階、②1980年代以降、影響が認

識され、増加を鈍化させる努力が始まった段階、そして③2020年以降、海洋生態系を積極的に

再生させるという野心的な目標が掲げられている段階である。実際、一部の種や生態系では回復

の兆しも観察されており、適切な対策が取られれば回復が可能であることが示されている。

1950年代の水準に近づける形で海洋生物の豊かさを回復させることは、非常に野心的ではあ

るが、実現不可能ではない。そのためには、30年規模にわたる粘り強い取り組みが必要であり、

具体的には、①種の保護、②賢明で持続可能な漁獲管理、③海域の保護、④劣化した生息地の

回復、⑤パリ協定の目標達成に向けた気候変動の緩和、⑥あらゆる形態の汚染の軽減という6つ

の柱が不可欠となる。数百件に及ぶ海洋保全の成功事例は、これらの取り組みが単なる理想論

ではなく、実践可能であることを示している。

この考え方は、2022年に採択された「昆明・モントリオール世界生物多様性枠組み」に明確に

反映された。同枠組みは、2030年までに生物多様性のさらなる損失を止め、陸域および海域の

30％を保護し、劣化した生息地の 30％を回復するという、極めて挑戦的な目標を掲げている。また

同時に、生物多様性と気候変動対策を統合的に進める必要性を強調している。その中核に位置

付けられているのが、自然を活用した解決策（Nature-based Solutions, NbS）である。NbSは、

大気中に放出された CO2を生物圏に再固定し、炭素循環を回復させることで、脱炭素化と生態系

再生を同時に達成しようとする考え方である。気候変動と生物多様性の危機は相互に深く結びつ

海洋生物の再生に向けた
原動力としての「海洋自然資本」
Carlos M. DUARTE●アブドラ王立科学技術大学特別教授

［KEYWORDS］ ブルーカーボン／自然を活用した解決策／気候変動緩和
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いており、自然資本の再構築なくして、どちらの目標も達成は困難である。

ブルーカーボン戦略と海藻

この文脈で特に重要なのが、マングローブ林、海草藻場、塩性湿地、コンブ場といった沿岸の

海中林（Marine Forest）である。これらは生物圏で最も強力な炭素吸収源の一つであり、単位

面積当たりの炭素貯蔵量は陸上森林の 10倍以上に達する場合がある。さらに、水中には火災が

存在しないため、炭素は数千年にわたり安定的に貯留される。その結果、海底のわずか 0.2％しか

占めていないにもかかわらず、海底に埋蔵される炭素の半分以上がこれらの生息地に集中している。

この特性から、これらは「ブルーカーボン生息地」と呼ばれている。

しかし、こうした生息地の約半分はすでに失われている。その損失は炭素吸収能力の低下を意

味する一方で、保全と回復を進めることで、気候変動緩和に大きく貢献できる余地が残されている

ことも示している。この考え方を体系化したものが「ブルーカーボン戦略」であり、多くの国がこれを

国家の気候政策や NDC（国が決定する貢献）に組み込み始めている。

近年は、ブルーカーボン戦略に基づくブルーカーボン・クレジットの市場も急速に拡大している。

現時点では、ブルーカーボンの潜在能力のごく一部しか活用されていないが、それでも将来的に

は、数十億トン規模の CO2 除去が見込まれている。これらのプロジェクトは、先進国から開発途上

国へ資金を循環させ、損なわれた生態系の修復と

地域経済の再生を同時に実現する仕組みとして注

目されている。

一方、長年見過ごされてきた重要な要素が海藻

である。大型海藻林は「海洋のアマゾン」とも呼ば

れ、その分布域は 720万km2に及び、年間生産量

は炭素量で 13億トンと推定されている。海藻由来

の炭素吸収量は、海草やマングローブ、塩性湿地

を合わせた量を上回る。実測研究により、海藻養

殖場の下の堆積物には、1ヘクタール当たり年間約2トンの CO2 相当量が固定されることが明ら

かになった。

日本は、Jブルークレジット制度※を通じて、海藻を国家的ブルーカーボン戦略に組み込んだ最

初の国であり、国連に提出する温室効果ガスインベントリにも反映させている。海藻養殖は、炭素

吸収だけでなく、海水pHの調整、酸素供給、栄養塩除去、生物多様性の向上、さらに食品・医薬・

化粧品産業への原料供給など、多様な便益をもたらす。

共有資産（コモンズ）としての海洋へ

ブルーカーボン戦略は、気候変動の緩和と適応の双方に貢献し、沿岸地域に回復力を与える

費用対効果の高い戦略である。また、資源を「採取」するのではなく、「保護と再生」によって収入

を生み出すという点で、従来の自然利用の枠組みを大きく転換するものである。これは、「コモンズ

の悲劇」を乗り越え、海洋を「誰のものでもない存在」から「全ての人が投資し、恩恵を共有できる

資産」へと再定義する試みと言える。

西側諸国は、人間と自然の調和を重視する日本の里海の思想から学ぶ必要がある。自然を一

体的な存在として捉え、長期的な視点で関係を築く文化は、海洋自然資本を持続的に育てるため

の重要な示唆を含んでいる。こうした価値観を取り入れることで、海洋を再生しつつ、社会・経済・

文化的な恩恵を次世代へとつなぐ道が開かれるだろう。（了）

■筆者の 2025年4月17日Japan Prize受賞講演の様子（撮影：笹川平
和財団海洋政策研究所 渡邉敦）

※ Jブルークレジット制度　https://www.blueeconomy.jp/credit/
●本稿は、英語の原文を翻案したものです。原文は、当財団英文サイトでご覧いただけます。　https://www.spf.org/en/opri/newsletter/
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ネイチャーポジティブは「次の成長戦略」になった

気候変動に加え、生物多様性の損失が企業経営と金融の前提条件を大きく変えつつある。ネ

イチャーポジティブとは自然への負荷を抑えるにとどまらず、生物多様性の状態を回復軌道へ転じ

させる考え方である。TNFD（自然関連財務情報開示タスクフォース）をはじめとする国際枠組み

の進展により、自然資本は CSR（企業の社会的責任）の対象ではなく、リスク管理と成長戦略の中

核として扱われ始めた。

この潮流は海洋分野で特に顕著である。その理由は環境変化が既に経済活動へ直接影響

している点にある。世界の水産資源の約90％が過剰利用または最大利用状態にあり（FAO, 

2020）、気候変動の影響により漁獲可能バイオマスは 2050年までに約10％減少すると予測されて

いる（Lotze et al., 2019）。さらに食料生産は世界の GHG（温室効果ガス）排出量の約3分の 1

を占め（Tubiello et al., 2022）、動物性タンパク質生産に起因するGHG排出量は約17％に相当

する（Twine, 2021）。加えて海洋のデッドゾーン（酸欠海域）と呼ばれる富栄養化による水質悪化

の約78％が農業由来（Poore & Nemecek, 2018）、海を漂流するプラスチックの多くは漁具起源

であり、北太平洋ごみベルトでは 75〜86％に達する（Lebreton et al., 2022）と推計されている。

これらが示すのは海洋環境変化が既に産業基盤の不安定化を招いている現実である。同時に、

問題が海だけでなく陸域の経済活動と密接に結び付いていることを意味する。

インパクト投資市場は拡大し、自然領域が主戦場に

こうした認識のもと、財務リターンに加え環境・社会インパクトを測定するインパクト投資市場は急

拡大している。2024年時点で世界の投資残高は約1.57兆ドル規模へ拡大し、年平均成長率は

約21%で成長を維持している（図）。長期的には自然・気候関連分野を含む市場がさらに拡張す

る可能性も示されている。

海洋分野はその中心的領域となりつつある。海は世界GDPの最大約7％を生み出しているにも

かかわらず投資資金は十分ではなく、技術革新の余地が大きい。2050年までに世界のタンパク質

需要は約53％増加すると見込まれ、利用可能な陸域資源の制約から海の活用が再評価されてい

る。従来の環境負荷の高い生産モデルから再生型イノベーションへの転換が不可欠となる中、ブ

ルーフード、バイオ素材、医薬・化粧品原料等の海洋関連分野には約200兆円規模の潜在市場

が存在すると整理されている（FAO・WEF・UNCTAD等の推計に基づく試算）。海洋は環境対

策の対象であると同時に成長市場でもある。

日本市場は「投資の量」から「成果の質」へ

日本でもインパクト投資は急拡大している。投資残高は 2023年の約11.5兆円から2024年には

約17.3兆円へ増加し、金融機関や年金基金の参入により自然分野への資金流入が加速している。

しかし投資額が拡大するほど重要となるのは成果の質である。

グリーン／ブルーボンドやサステナビリティ・リンク・ローン※は大規模資金を動員できる一方、資

インパクトファンドが拓く新しい海洋経済
村上春二●（株）UMITO Partners代表取締役

［KEYWORDS］ ネイチャーポジティブ／インパクト投資／ブルーエコノミー
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金用途が広範に設定されることが多く、自然回復との因果関係を追跡することは容易ではない。ま

た投資後の事業関与が限定されるため、技術開発や市場形成を伴う構造転換領域では追加的

成果を生み出しにくい側面がある。自然資本クレジットも有効な仕組みではあるが制度整備や測定

手法が発展途上であり、現場実装との接続が課題として残されている。

この文脈でインパクト投資は異なる機能を持つ。課題解決を目的に掲げ経営支援や市場形成

へ関与し成果測定を行える点が特徴である。海外では微細藻類素材、代替タンパク質、海洋バ

イオ素材等が実装段階に入り、漁獲圧低減、水質改善、生息域回復など海洋機能回復と産業成

長を両立している。これらは拡大する食料需要への対応と気候対策基盤形成を同時に担い、数

十兆円規模の市場創出が期待される領域となっている。

こうした動向の一例として、当社は 2026年4月に欧州投資会社Beyond Impactとパートナー

シップを締結し、海洋特化型インパクトファンド「Blue Frontier Fund（BFF）」の組成を進めている。

ブルーフード、バイオテック、ブルーカーボン、生物多様性再生領域への投資を通じ、金融知見と

海洋環境保全や生産現場理解を接続しネイチャーポジティブを投資実装へ転換する試みである。

海洋領域では投資家側の理解不足と産業側の資本市場アクセス不足という断絶が存在してきた。

BFFはその橋渡しを担い、採取型から再生型へ移行する「新しい海洋経済」に寄与することを目

的としている。

海洋からネイチャーポジティブを実装する

海洋課題は構造的であり政策のみでは解決できない。イノベーション、産業、金融、現場を横断

する転換が必要である。インパクト投資は抑制ではなく変化を加速させる手段として新産業創出と

課題解決を促す。

当社は、海に関係する各種ステークホルダーをつなぎ、国際水産エコラベルの取得や流通のシ

ステムチェンジなどを推進して海洋生態系にポジティブな影響を生み出すことを目的に 2021年に

起業した。以来、国内外の市場動向への理解と現場ネットワークを基盤に、海におけるネイチャー

ポジティブを構想から事業・投資へ接続し、漁業現場、企業、金融、研究者、政策をつなぎながら

新しい海洋価値創出の実装を支援している。新規ファンド BFFの企画も、その一環である。

ネイチャーポジティブな海洋経済への転換は 1社で完結できるものではない。多様な主体が共

通ビジョンの下で協働する必要がある。当社「UMITO Partners」はその接続点として、これから

もウミとヒトの関係をポジティブにつなぎ直す取り組みを進めていきたい。（了）

※ サステナビリティ・リンク・ローン：借り手が設定したサステナビリティ目標の達成に応じて融資条件が変動する金融手法

■図　「GIIN Sizing the Impact Investing Market 2024」を基に UMITO Partnersが作成
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海に潜ると、そこは森だった

私が初めて見た海藻の森は、熊本・水俣の海だった。太陽の光を受けてキラキラと輝く海藻の

間を、小さな稚魚が縫うように泳ぐ。命の気配に満ちたその光景は、私が見たことのない「本来の海」

そのものだった。光が揺れる海中で、私はただ呆然と自然が本来もっている力強さに圧倒されていた。

一方で、日本の沿岸の多くではこうした森が静かに姿を消していると知った時の衝撃は、今も鮮明

に残っている。素晴らしい状態を知らなければ、何を守ればいいのかさえ分からない。その想いか

ら、ドキュメンタリー映画『ここにいる、生きている。〜消え

ゆく海藻の森に導かれて〜』の制作は動き出した。地球

温暖化がすでに日本の人々の暮らしに大きな影響を与え

ていることを少しでも多くの人に伝えたいという気持ちが、

2021年の着想から映画制作、そして後述する「うみもりバ

トン」に至る長い旅路の出発点となった。

全国を歩いて見えた、静かな砂漠化

撮影に 2年、編集に 1年。北海道から九州まで、全国の沿岸を訪ね歩いた。そこで突きつけら

れたのは、磯焼けが日本中で深刻化しているという厳しい現実だった。磯焼け自体は江戸時代か

ら記録があり、これまでは海藻や海草の消失と回復を繰り返してきた。だが近年、回復のないまま

海の砂漠化が静かに、しかし確実に進んでいる。岩肌があらわになった海底に、ウニだけが点々

と居座る光景や、藻食魚に食べられ根だけが残った海藻が漂う光景は各地で共通していた。神

奈川県の逗子の海岸では、地元の方々がウニの駆除に汗を流していた。九州・対馬では、海藻

を食い荒らす魚を逆に資源として活かそうという挑戦が始まっていた。それぞれの地域が、それぞ

れのやり方で、必死に海と向き合っていた。

ブルーカーボンが拓いた道

磯焼けについての映画を撮ろうと決めた時、どの海藻が一番みんなが自分ごととして捉えられる

だろうと考えた。そこで浮かんできたのが昆布だった。私たちが頻繁に口にしている食材であり、

長い歴史の中で貨幣としても使われ、神事にも用いられる。日本の食文化だけでなく文化全体を支

えてきた昆布。この問題をより多くの方に届けたいと考えた時、昆布がその役割を果たしてくれるだ

ろうと考えた。そんな中、海藻研究所の新井章吾所長から紹介された、大阪に店を構える「こんぶ

土居」※1の店主、土居純一さんのブログを通じて、北海道函館市・南
みなみかやべ

茅部地区の現状を知った。

高品質な天然真昆布の産地でありながら、今はほとんど水揚げがないという。

コネクションのない私は、函館市と漁協に直接連絡を取った。「まずは顔を見せに来い」と言われ、

初めて南茅部の地を踏んだ時の衝撃は今も忘れられない。海と山が寄り添うように共存し、どこま

でも続く穏やかで平坦な海。あの美しさに、私は完全に心を奪われた。南茅部では縄文時代から

脈々と人と自然の営みが現在に至るまで続いている。窓を開けると乾燥した昆布の香りが流れ込

消えゆく海藻の森に導かれて
長谷川友美●映画監督

［KEYWORDS］ 磯焼け／地球温暖化／ブルーカーボン

■映画のひとコマ：海藻の森
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んできて、ここは特別な場所だと、すぐに感じた。

南茅部は元々、世界初の昆布養殖の事業化という先進的な

取り組みを重ねてきた地域である。しかし養殖昆布で生活が安

定したことが、逆に新たな挑戦を難しくした面もあるという。漁師

の加我冨一さんは「献上昆布というブランドにあぐらをかいてきた

結果が、今の海だ」と、自らへの悔しさをにじませながら語ってく

れた。潜ればウニだらけの海。何をやっても無駄ではないか。そ

んな思いを抱えながらも、南茅部の人々は天然昆布を守るため、

さまざまな取り組みを続けている。漁協で挨拶を済ませた後、昆布養殖の事業化に貢献した故・

長谷川由雄先生（元水産庁北海道区水産研究所所長）にちなんだ通称「長谷川昆布」をいただ

いた時、海藻の神様がここで映画を撮れと背中を押してくれていると感じた。

撮影中にブルーカーボンという概念に出合った時、真っ先に頭に浮かんだのは南茅部の風景だっ

た。あの広大な養殖場で育つ昆布は多くの CO2を吸収・貯留しているのではないか。2024年、函

館市大船町の漁師・高谷大喜さん（NPO法人マリンネットワーク副理事長）が牽引する形で、南

茅部は国内最大級となる1,462トンの Jブルークレジット認証を受けた。クレジットは種苗研究や磯

焼け対策に活用される予定で、法人であれば購入が可能だ。南茅部では、海藻を増やす活動が、

経済の循環の中に位置付けられ始めている。これは、これまで漁業者や地元の人たちだけが背負っ

てきた重荷を、社会全体で分かち合うための新しい仕組みでもある。同時に認証から2年近くが経っ

た現在でも、譲渡された CO2 量は 400トン程度にとどまっており、制度の認知や 1トンあたりの価格

の高さなど、一般に広がる取り組みとなるまでには課題は残っている。

うみもりバトン─次の世代へ手渡したいもの

2025年1月10日の映画公開から1年以上が経った今も、自主上映会は途切れることなく続いて

いる。間もなく観客数は累計1万人に達する見込みだ。食育、地域の海を知る取り組み、ブルーカー

ボンと上映会のテーマは多様で、一般向け、親子向け、社内向けと形も広がり、上映後の対話、

食とのコラボ、海に潜る活動とのコラボなど、新しいつながりが次々と生まれている。同じ志を持つ

仲間は、全国に確かにいる。

私たち制作者がもう1つ力を入れているのが、「うみもりバトン」だ※2 。本編から再構成した 28分

のハイライト版を、全国の小中高など教育機関に無償で提供する取り組みで、利用は「学校単位・

学年単位」でお願いしている。映画館や上映会には関心のある大人と、その大人に連れられた子

どもしかやって来ない。しかし海の問題は、全ての子どもに関わる未来の話だ。上映会に来る機

会がない子どもたちにも届けたい。その強い想いが、この取り組みの根幹にある。学校という場で、

同じ学年の仲間と一緒に観て、感じて、語り合う。その体験は、家庭だけでは生まれにくい広がりを

持っている。一人の子どもの心に届けば、それが必ず次のバトンになると信じている。海の未来を

担うのは、間違いなく今の子どもたちだからだ。この世界はまだまだとても美しい場所であること、答

えのない環境問題を考え続けることを、私はきちんと次の世代に手渡したい。「うみもりバトン」という

名前には、その切実な願いを込めている。

現代を生きる私たちは今、自然とどう関わっていくのかを問われている。一人では何も変えられな

い。けれど、海を想う仲間は全国にいる。それは今作の制作と上映を通じて心から感じたところだ。

縄文時代のような暮らしに戻ることはもうできないかもしれないが、現代の私たちだからこそできる海

や自然との向き合い方がきっとある。過去を生きてきた人たちの想いを引き継ぎ、少しでも良い未来

を次の世代に残すことが、現在を生きる私たちの使命だからだ。（了）
※1 https://www.konbudoi.jp/
※2 自主上映会、うみもりバトンともに、映画『ここにいる、生きている。 〜消えゆく海藻の森に導かれて〜』公式サイトで随時受付中。　https://umi-mori.com

■南茅部の天然昆布漁
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事 務 局 だ よ り

◆20世紀以降、GDPは経済活動を測る主要指標として用いられてきた。しかし、生産や消費を捉える一方で、森林、ブルー
カーボン、生物多様性、サンゴ礁などの自然資本の価値は十分に反映されていない。特に海洋は、気候安定化や炭素吸収、
生態系サービスの提供など重要な機能を担いながら、依然として過小評価されている。持続可能な海洋開発には、自然資本
を包括的に捉える「Beyond GDP」の視点が不可欠である。◆本号では、自然資本や海洋インパクトを政策、金融、産業、地
域社会の意思決定へどのように組み込むかを考察した。アブドラ王立科学技術大学の Carlos M. DUARTE氏は、ブルー
カーボン生態系や海藻再生など海洋自然資本を再構築し、生物多様性回復と気候変動緩和を両立させる可能性を示している。

（株）UMITO Partnersの村上春二氏は、海洋特化型インパクトファンド「Blue Frontier Fund（BFF）」を通じ、金融と海
洋保全を結びつけるネイチャーポジティブな投資の展望を論じた。映画監督の長谷川友美氏は、海藻・昆布を題材とした映
像作品を通じて、海と人との関係性や地域社会の営みを描き出している。◆OPRIでは、ブルーエコノミー関連の経済価値
を適切に評価し、経済的繁栄と海洋環境保全の両立を目指す研究を推進している。既存の経済指標だけでは、海洋がもた
らす多面的価値を十分に捉えることは難しく、その価値が過小評価される可能性がある。こうした課題意識のもと、Beyond 
GDPの視点に基づく海洋インパクト評価や投資エコシステムの構築を推進するため、ブルーインパクトファイナンスイニシアティ
ブ（BIFI）の特設ページ※を開設した。今後も、学術機関、政策立案者、投資家、金融機関など多様な主体と連携しながら、
持続可能な海洋の未来を共創する場を支えていきたい。　　　　　　　　　　　　　　　　　（主任研究員　黄 俊揚）
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海 洋 に関 する会 議 予 定
日程／開催地 会議名／URL 主催

2026/6/29〜7/3
パリ（仏）

59th Executive Cluncil of UNESCO-IOC
https://indico.un.org/event/1018996/

UNESCO-IOC

2026/6/29〜7/10
キングストン（ジャマイカ)

31st Session of ISA, p2
https://isa.org.jm/sessions/31st-session-2026/

国際海底機構

2026/7/14〜15
熊本

第2回グローバルネイチャーポジティブサミット
https://events.nikkeibp.co.jp/event/2026/GNPS_jp/

NPI、ICUN-J、イクレイ日本

2026/7/20〜23
モントリオール（加）

WEDA 2026 Dredging Summit & Expo
https://westerndredging.org/

WEDA

2026/8/23〜27
ベルファスト（北アイルランドﾞ）

第24回 水生外来侵入種に関する国際会議
https://icais.org/icais-2026/

クイーンズ大学ベルファスト

2026/9/1〜4
ハンブルグ（独）

SMM 2026：造船・舶用機械及び海洋技術の国際海事展
https://www.smm-hamburg.com/

SMM Hamburg

2026/9/15〜18
ブレスト（仏）

ICES Annual Science Conference 2026
https://www.ices.dk/events/asc/2026/Pages/default.aspx

国際海洋探査協議会

2026/9/21〜24
モントレー（米）

OCEANS 2026
https://monterey26.oceansconference.org/

IEEE海洋工学会

インフォメーション

※ https://www.spf.org/opri/projects/2025-09_bifi.html




